
 

奈良市産業用地開発促進奨励金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 市内における産業用地の開発を促進することにより、企業の集積及び雇用機会の増大を図り、

もって市の産業の活性化に資するため、産業用地を整備し企業等を誘致する開発事業者に対し、予算

の範囲内において、奈良市産業用地開発促進奨励金（以下「奨励金」という。）を交付するものと

し、その交付については、この要綱の定めるところによる。  

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 開発許可 都市計画法(昭和４３年法律第１００号)第２９条の規定による開発行為の許可をい

う。 

(2) 開発事業者 開発許可を受けて、市内において産業用地の整備を行う事業者をいう。 

(3) 関連企業等 次のいずれかに該当するものをいう。 

ア 開発事業者の親会社等（会社法(平成１７年法律第８６号)第２条第４号の２に規定する親会

社等をいう。以下「親会社等」という。） 

イ 開発事業者又は親会社等の子会社等（会社法第２条第３号の２に規定する子会社等をい

う。） 

ウ 開発事業者の関連会社（会社計算規則（平成１８年法務省令第１３号）第２条第３項第１８

号に規定する関連会社をいう。） 

エ アからウまでに類するものと市長が認めるもの  

 (4) 産業用地 企業等（開発事業者及び関連企業等を除き、別表に掲げる事業を行う事業者をいう。

以下同じ。）の立地（次のいずれかに該当するものをいう。以下同じ。）が即時に行うことができ

るまでに整備された市内の土地をいう。 

  ア 新設 市内に事業所（立地企業が直接その事業の用に供する施設をいう。以下同じ。）を有し

ない立地企業が市内に新たに事業所を設置することをいう。 

イ 増設 市内に事業所を有する立地企業が当該事業所を拡張し、又は当該事業所の全部を廃止す 

ることなく、市内に新たに事業所を設置することをいう。 

ウ 移転 市内に事業所を有する立地企業が、当該事業所の全部を廃止した上で市内に新たに事業 

所を設置することをいう。  

(5) 立地企業 開発事業者が整備する産業用地に立地しようとし、又は立地した企業等をいう。 

(6) 区画 開発事業者が整備する産業用地を立地企業に提供するために分割した区割（建築物の建築

が可能な平地部分を指し、道路等共用部分を除く。）をいう。 

（交付対象事業） 

第３条 奨励金の交付対象となる事業（以下「交付対象事業」という。）は、次の各号のいずれにも該

当する事業とする。 

(1) 開発事業者が産業用地を整備すること。 

(2) 第１４条の規定による奨励金の交付の決定を受けた日から５年を経過する日までの間に、産業用

地内の３，０００平方メートル以上の区画２つ以上につき、立地企業と売買契約又は賃貸借契約を

締結し、かつ、当該契約を締結した立地企業が操業を開始すること。 

（交付対象者） 

第４条 奨励金の交付を受けることができる者は、３，０００平方メートル以上の区画を２つ以上有す

る産業用地を整備する開発事業者とする。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、対象とし

ないものとする。 



 

(1) 市税を滞納しているとき。 

(2) 奈良市暴力団排除条例（平成２４年奈良市条例第２４号）第２条第３号に規定する暴力団等であ

るとき、法人にあってはその役員若しくは事業所の代表者が暴力団等であるとき、又は暴力団等を

支援する等暴力団等と不当な関わりを有するとき。 

(3) 国、県その他の地方公共団体又は産業支援機関の制度により、交付対象事業への補助金等の交付

があったとき、又はその予定があるとき。 

（奨励金の額） 

第５条 奨励金の額は、１区画の面積３，０００平方メートルにつき３００万円とし、１区画の面積が

３，０００平方メートル以上である場合は、３，０００平方メートルを超える面積１,０００平方メー

トルごとに１００万円を加算した額とする。ただし、奨励金の交付は１区画当たり１回限り、かつ、

１，０００万円を上限とする。 

２ 前項の奨励金の額の算定は、立地企業との売買契約又は賃貸借契約締結時の区画面積を基準に行う

ものとする。ただし、立地企業の操業開始時点において当初の売買契約又は賃貸借契約の内容に変更

がある場合は、変更後の立地企業の操業開始時点で有効な契約の区画面積を基準に行うものとする。 

（事業計画認定の申請） 

第６条 開発事業者は、交付対象事業に係る事業計画（以下「事業計画」という。）の認定を受けよう

とするときは、産業用地に係る開発許可を受けた日から起算して１箇月を経過する日までに、事業計

画認定申請書（別記第１号様式）及び事業計画書（別記第２号様式）に次に掲げる書類を添えて市長

に提出するものとする。 

 (1) 開発行為許可通知書の写し（開発許可に条件が付されている場合は、その写しを含む。） 

(2) 資金計画書 

(3) 位置図 

(4) 現況図面 

(5) 土地利用計画図 

(6) 面積求積図 

(7) 現況写真 

(8) 法人登記履歴事項全部証明書 

(9) 最新の決算書の写し 

(10)役員等名簿（別記第３号様式） 

(11)その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項の規定により添えなければならない書類により証明すべき事実を公簿等によって確認

することができるときは、当該書類の全部又は一部を省略させることができる。 

（事業計画の認定） 

第７条 市長は、前条の規定による申請があったときは、これを審査し、及び必要に応じて現地調査等

を行い、適当と認めるときは、事業計画の認定を行うものとする。この場合において、市長は当該認

定について必要な条件を付すことができる。 

（認定の通知） 

第８条 市長は、前条の規定による事業計画の認定を行ったときは、その認定の内容（認定に条件を付

したときは、その認定の内容及び条件）を事業計画認定書（別記第４号様式）により、事業計画認定

の申請を行った開発事業者に通知するものとする。 

２ 市長は、事業計画の認定を行うことが不適当と認めたときは、速やかにその旨を事業計画認定の申

請を行った開発事業者に通知するものとする。 

（企業誘致に係る協力） 



 

第９条 前条第１項の規定による認定の通知を受けた者（以下「認定事業者」という。）及び市長は、

企業等の誘致において協力するものとする。 

（認定事業の変更等の届出） 

第１０条 認定事業者は、次の各号に掲げる事由が生じた場合は、遅滞なくその旨を当該各号に定める

書類により市長に届け出なければならない。 

(1) 第７条の規定による認定を受けた交付対象事業（以下「認定事業」という。）の内容を変更した

とき（軽微な変更の場合を除く。） 認定事業変更届（別記第５号様式） 

(2) 認定事業を休止又は廃止したとき 認定事業休止・廃止届（別記第６号様式） 

２ 前項各号の届出については、当該事由を確認できる書類を添えなければならない。 

（事業計画の認定の取消し） 

第１１条 市長は、認定事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、当該認定事業者に係る事業計

画の認定を取り消すことができる。 

(1) 正当な理由なく認定事業の施行を著しく遅延させたとき。 

(2) 認定事業を休止又は廃止したとき。 

(3) 偽りその他不正の手段により事業計画の認定を受けたとき。 

(4) 事業計画の認定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

(5) 市税の納付を怠ったとき。 

(6) 条例、規則及びこの要綱の規定に違反したとき。 

２ 市長は、前項の規定により事業計画の認定を取り消したときは、認定取消通知書（別記第７号様 

式）により当該認定事業者に通知するものとする。 

（地位の承継） 

第１２条 認定事業者が認定事業を譲渡したときは、当該認定事業の譲受人は、市長の承認を得て、当

該認定事業者の地位を承継することができる。 

２ 認定事業者について相続、合併又は分割（それぞれ認定事業を承継させるものに限る。以下同

じ。）があったときは、相続人（相続人が２人以上ある場合において、その全員の同意により当該事

業を承継すべき相続人を選定したときは、その者。以下同じ。）、合併後存続する法人若しくは合併

により設立された法人又は分割により当該事業を承継した法人は、市長の承認を得て、当該認定事業

者の地位を承継することができる。 

３ 相続により認定事業者の地位を承継した者は、認定事業承継承認申請書（別記第８号様式）に戸籍

謄本（相続人が２名以上ある場合において、その全員の同意により認定事業者の地位を承継すべき相

続人として選定されたものにあっては、戸籍謄本及びその全員の同意書）及び役員等名簿を添えて、

市長に提出しなければならない。 

４ 認定事業の譲渡、合併又は分割により認定事業者の地位を承継しようとする者は、あらかじめ認定

事業承継承認申請書に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

(1) 認定事業の譲受人にあっては、当該事業の譲渡を証する書類 

  (2) 合併後存続する法人若しくは合併により設立された法人又は分割により事業を承継した法人にあ

っては、当該法人の登記事項証明書 

 (3) 役員等名簿 

５ 市長は、前２項の規定による申請があったときは、これを審査し、認定事業の承継が適当と認める

ときは、認定事業承継承認通知書（別記第９号様式）により認定事業承継承認の申請を行った者に通

知するものとする。 

６ 市長は、認定事業の承継が不適当と認めたときは、速やかにその旨を認定事業承継承認の申請を行

った者に通知するものとする。 



 

（交付申請） 

第１３条 認定事業者が奨励金の交付の申請をしようとするときは、奨励金交付申請書（別記第１０号

様式）及び事業中間報告書（別記第１１号様式）に、次に掲げる書類を添えて、開発行為及び公共施

設に関する検査済証が交付された日から起算して１箇月を経過する日までに市長に提出しなければな

らない。 

(1) 開発行為に関する工事の検査済証の写し 

(2) 公共施設に関する工事の検査済証の写し 

(3) 開発行為竣工図（土地利用計画図・確定丈量図） 

(4) 竣工写真 

(5) その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項の規定により添えなければならない書類により証明すべき事実を公簿等によって確認

することができるときは、当該書類の全部又は一部を省略させることができる。 

（交付決定） 

第１４条 市長は、前条の規定による申請があったときは、これを審査し、及び必要に応じて現地調査等

を行い、産業用地の整備が適切に実施されたものと認めるときは、奨励金の交付を決定する。この場合

において、奨励金の交付の目的を達成するため必要があると認めるときは、これに条件を付することが

できる。 

（交付決定の通知） 

第１５条 市長は、前条の規定による奨励金の交付を決定したときは、その決定の内容（決定に条件を付

したときは、その決定の内容及び条件）を奨励金交付決定通知書（別記第１２号様式）により、奨励金

の交付申請を行った認定事業者に通知するものとする。 

２ 市長は、奨励金の交付の決定を行うことが不適当と認めたときは、速やかにその旨を奨励金の交付

申請を行った認定事業者に通知するものとする。 

（申請の取下げ） 

第１６条 前条第１項の規定による通知を受けた認定事業者（以下「交付事業者」という。）は、当該通

知に係る奨励金の交付の決定の内容又はこれに付された条件に不服があるときは、当該通知を受けた

日から起算して１５日以内に文書をもって申請の取下げをすることができる。 

２ 前項の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る奨励金の交付の決定はなかったも

のとみなす。 

（申請内容の変更） 

第１７条 交付事業者は、第１４条の規定による交付決定に係る認定事業の内容を変更しようとすると

き（軽微な変更の場合を除く。）は、奨励金交付決定変更申請書（別記第１３号様式）及び事業中間報

告書に変更の内容を確認できる書類を添えて、速やかに市長に申請し、その承認を得なければならな

い。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、これを審査し、変更を承認することを決定したとき

は奨励金交付決定変更通知書(別記第１４号様式)によりその旨を、承認しないことを決定したときは

その旨を、交付事業者に通知するものとする。 

（交付事業者に係る届出） 

第１８条 交付事業者は、第１４条の規定による交付決定に係る認定事業の産業用地（以下「認定産業

用地」という。）内の３，０００平方メートル以上の区画に関し、立地企業と売買契約又は賃貸借契

約を締結したときは、遅滞なく、売買契約等締結届（別記第１５号様式）に次に掲げる書類を添えて

市長に届け出なければならない。 

(1) 売買契約書又は賃貸借契約書の写し 



 

(2) 対象区画の位置図 

(3) その他市長が必要と認める書類 

２ 交付事業者は、前項の届出を行った区画において立地企業が操業を開始したときは、操業を開始し

た日から３箇月を経過する日又は第１４条の規定による奨励金の交付決定を受けた日から５年を経過

する日のいずれか早い日までに、操業開始届（別記第１６号様式）に次に掲げる書類を添えて、市長

に届け出なければならない。 

(1) 立地企業の法人等設立・開設申告書の写し又は立地企業の法人等異動届出書の写し 

(2) 前号に規定する書類に準じる書類の写し（前号に規定する書類がない場合に限る。） 

(3) 売買契約書又は賃貸借契約書の写し（立地企業の操業開始時点で有効な契約書に限る。） 

(4) その他市長が必要と認める書類 

３ 交付事業者は、認定事業を休止又は廃止しようとするときは、直ちに認定事業休止・廃止届を市長

に提出しなければならない。 

（実績報告） 

第１９条 交付事業者が次の各号のいずれかに該当するときは認定事業が完了したものとし、当該認定

事業の完了の日から起算して１箇月を経過する日までに、実績報告書（別記第１７号様式）、事業報告

書（別記第１８号様式）及び役員等名簿を市長に提出しなければならない。 

(1) 第１４条の規定による奨励金の交付の決定を受けた日から５年を経過する前で、次のいずれかに

該当するとき 

 ア 認定産業用地内の３，０００平方メートル以上の区画全てにつき、前条第２項の規定による届出

があったとき。 

イ 認定産業用地内の３，０００平方メートル以上の区画２つ以上につき、前条第２項の規定によ

る届出があった後、交付事業者が認定事業の廃止の目的で認定事業休止・廃止届を市長に提出し

たとき。 

(2) 認定産業用地内の３，０００平方メートル以上の区画２つ以上につき、前条第２項の規定による

届出をし、かつ、第１４条の規定による奨励金の交付の決定を受けた日から５年を経過する日が到

来したとき。 

（奨励金の額の確定） 

第２０条 市長は、前条の規定による報告があったときは、これを審査し、及び必要に応じて現地調査

等を行い、適当と認めるときは、交付すべき奨励金の額を確定し、奨励金確定通知書（別記第１９号

様式）により、当該交付事業者に通知するものとする。 

（奨励金の交付） 

第２１条 交付事業者は、奨励金の交付を受けようとするときは、奨励金交付請求書（別記第２０号様

式）を市長に提出しなければならない。 

（交付決定の取消し等） 

第２２条 市長は、交付事業者が第１１条第１項各号若しくは次の各号のいずれかに該当するとき、又

は奨励金の交付決定後、天災地変その他の理由により事情の変更が生じたときは、奨励金の交付決定の

全部若しくは一部を取り消し、又はその決定の内容若しくはこれに付した条件を変更することができ

る。 

(1) 偽りその他不正の手段により奨励金の交付を受けたとき。 

(2) 奨励金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

(3) 認定産業用地において区画形質の変更を行うため開発許可を受けたとき。 

(4) 第１９条各号に規定する認定事業の完了の要件を満たさないとき。 

２ 第１５条の規定は、前項の規定による取消し等をした場合について準用する。 



 

（奨励金の返還） 

第２３条 市長は、奨励金の交付の決定を取り消した場合において、既に奨励金が交付されているとき

は、交付事業者に対し、奨励金返還命令書（別記第２１号様式）により期限を定めて、その返還を命ず

るものとする。 

（報告又は調査） 

第２４条 市長は、奨励金の交付に関し必要があるときは、認定事業者及び交付事業者に対し、報告を

求め、又は市職員をして調査させることができる。 

（予算措置） 

第２５条 市は、第１３条の規定に基づく申請に先立って、必要な予算措置を講じなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、必要な措置を講じることができなかったときは、第５条第１項に規定す

る額から減額して奨励金を交付し、又は奨励金を交付しないことがある。 

（その他） 

第２６条 この要綱に定めるもののほか、この事業の実施に関し必要な事項は、その都度市長が定め

る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、令和２年１０月１日から施行する。 

 （この告示の失効） 

２ この告示は、令和７年３月３１日限り、その効力を失う。 

３ この要綱の失効前に第７条の規定による事業計画の認定を受けた者に対する奨励金の交付について

は、この要綱は、前項に規定する日後も、なおその効力を有する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別表（第２条関係）  

事業 内容 

製造業 統計法（平成１９年法律第５３号）第２条第９項に規定する統計基準である日本

標準産業分類（平成２５年総務省告示第４０５号。以下「日本標準産業分類」と

いう。）に掲げる大分類Ｅ－製造業に属する事業 

研究所 日本標準産業分類に掲げる大分類（以下「大分類」という。）Ｌ－学術研究、専

門･技術サービス業のうち、小分類７１１－自然科学研究所に属する事業 

情報通信業 大分類Ｇ－情報通信業のうち、次のいずれかに属する事業をいう。 

(1) 日本標準産業分類に掲げる中分類（以下「中分類」という。）３７－通信

業のうち、インターネット用のサーバやデータ通信等の装置を設置及び運用す

ることに特化し、保守、運用サービス等を提供する事業 

(2) 中分類３９－情報サービス業 

(3) 中分類４０－インターネット附随サービス業 

(4) 中分類４１－映像・音声・文字情報制作業のうち、デジタル技術を用いて

コンテンツの制作及び配信を行う事業 

(5) 前各号に掲げるもののほか、情報通信業として市長が認める事業 

物流・流通業 大分類Ｈ－運輸業、郵便業及び大分類I－卸売業、小売業のうち、次のいずれか

に属する事業をいう。 

(1) 中分類４４－道路貨物運送業 

(2) 中分類４７－倉庫業 

(3) 中分類４８－運輸に附帯するサービス業のうち、小分類４８４―こん包業

に属する事業 

(4) 中分類５０－各種商品卸売業 

(5) 中分類５１－繊維・衣服等卸売業 

(6) 中分類５２－飲食料品卸売業 

(7) 中分類５３－建築材料、鉱物・金属材料等卸売業 

(8) 中分類５４－機械器具卸売業 

(9) 中分類５５－その他の卸売業（細分類５５９８－代理商、仲立業を除

く。） 

(10) 前各号に掲げるもののほか、物流・流通業として市長が認める事業 

宿泊施設 大分類Ｍ－宿泊業，飲食サービス業のうち、小分類７５１－旅館、ホテルに属す

る事業（風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律 (昭和２３年法律第

１２２号)第２条第５項に規定する性風俗関連特殊営業又は奈良市ラブホテル及

びぱちんこ屋等建築等規制条例（昭和５８年奈良市条例第３０号）第２条第１項

第２号に規定する施設を除く。) をいう。 

大型商業施設 大規模小売店舗立地法(平成１０年法律第９１号)第２条第２項に規定する大規模

小売店舗をいう。 

その他 大分類Ｌ－学術研究、専門・技術サービス業のうち、次のいずれかに属する事業

をいう。 

(1) 小分類７２６－デザイン業 

(2) 細分類７２８１－経営コンサルタント業 

(3) 中分類７３－広告業 

(4) 小分類７４３－機械設計業 



 

(5) 小分類７４４－商品・非破壊検査業 

大分類Ｋ－不動産業、物品賃貸業のうち、次のいずれかに属する事業をいう。 

(1) 細分類７０１１－総合リース業 

(2) 小分類７０２－産業用機械器具賃貸業 

(3) 小分類７０３－事務用機械器具賃貸業 

大分類Ｒ－サービス業（他に分類されないもの） 

(1) 小分類９０１－機械修理業（電気機械器具を除く） 

(2) 細分類９２９１－ディスプレイ業 

(3) 細分類９２９２－産業用設備洗浄業 

(4) 細分類９２９４－コールセンター業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別記 

第１号様式（第６条関係） 

事業計画認定申請書 

年   月   日 

（宛先）奈良市長 

申請者 

所在地 

名  称 

代表者氏名                 印 

奈良市産業用地開発促進奨励金交付要綱（以下「要綱」という。）第６条の規定に基づく事業計画の

認定を受けたいので、関係書類を添えて申請します。 

なお、本申請にあたり、認定を受けたとしても、奈良市からの奨励金は予算の範囲内で交付されるた

め、要綱第２５条第２項が適用される場合があることを承諾します。また、要綱第４条各号の規定に該

当しないことを確認するため、奈良市が関係機関に照会することを承諾します。 

 

 

  



 

第２号様式（第６条関係） 

事業計画書 

年   月   日 

１ 事業者概要 

 ⑴ 名称  

 ⑵ 代表者氏名  

 ⑶ 本社の所在地  

 ⑷ 従業員数 （単体社員数）    人 （連結対象会社社員数）   人 

 ⑸ 事業者が子会社の場合 

   親会社の名称・所在地・資本関係 

 

２ 事業計画の概要 

⑴ 産業用地（開発区域）の所在及び地番 

 ⑵ 産業用地（開発区域）の面積     ㎡ 

⑶ 工事期間（予定）  年 月 日から 年 月 日まで 

⑷ 開発区画の概要 

区画番号 区画面積（㎡） 
用途(自社又は関連企業用 

・売却用・賃貸用) 

   

   

   

   

※行が不足する場合は適宜追加してください。 

※区画番号ごとの場所が分かるように、「土地利用計画図」等と対応させて記入してください。 

 ⑸ 全区画売買契約(賃貸借契約)予定年月日  年 月 日 

 

  



 

第３号様式（第６条関係） 

役員等名簿 

事業者名称  

所在地  

役職名等 氏名
ふりがな

 生年月日 住所 

  年  月  日  

  年  月  日  

  年  月  日  

  年  月  日  

  年  月  日  

  年  月  日  

  年  月  日  

  年  月  日  

  年  月  日  

  年  月  日  

 

備考 

１ 役員等（役員及び役員と同様の責任を有する代表者、理事等）の氏名及びふりがな、生年月日並び

に住所を正確に記入してください。 

２ 氏名及びふりがな、生年月日並びに住所の情報は、奈良市産業用地開発促進奨励金交付要綱第４条

各号の規定に該当するか否かの確認のため関係機関への照会に使用します。 

３ この名簿は、２に掲げる確認のために使用し、それ以外の目的には使用しません。 

 

  



 

第４号様式（第８条関係） 

事業計画認定書 

第     号  

年   月   日  

申請者 

        様 

奈良市長  氏   名  印  

    年   月   日付けで申請のあった奈良市産業用地開発促進奨励金交付要綱第６条の規定による認定

申請について、同要綱第７条の規定により次のとおり認定しましたので、同要綱第８条第１項の規定に

より通知します。 

認 定 年 月 日 年   月   日 

認 定 番 号 第       号 

認 定 事 項  

 

認 定 条 件  

（注）本認定は、奨励金の交付決定を確約するものではありません。



 

第５号様式（第１０条関係） 

認定事業変更届 

 年   月   日 

（宛先）奈良市長 

届出者 

所在地 

名  称 

代表者氏名                 印 

認定事業の内容を変更したいので、奈良市産業用地開発促進奨励金交付要綱第１０条の

規定により次のとおり届け出ます｡ 

認定年月日 

認定番号 
      年   月   日   第     号 

変更年月日       年   月   日 

変更事項  

変更理由  

 

  



 

第６号様式（第１０条、第１８条関係） 

認定事業休止・廃止届 

 年   月   日 

（宛先）奈良市長 

届出者 

所在地 

名  称 

代表者氏名                 印 

認定事業を（休止・廃止）したので、奈良市産業用地開発促進奨励金交付要綱第１０条

又は第１８条第３項の規定により次のとおり届け出ます。 

認定年月日 

認定番号 
      年   月   日   第     号 

休止・廃止 

年月日 
      年   月   日 

休止・廃止の

理由 
 

今後の見通し  

 

 

 

 

 



 

第７号様式（第１１条関係） 

認定取消通知書 

第     号  

年   月   日  

申請者 

        様 

奈良市長  氏   名  印  

奈良市産業用地開発促進奨励金交付要綱第１１条第２項の規定に基づき、次のとおり事

業計画の認定を取り消しましたので通知します。 

認定年月日 

認定番号 
年   月   日  第    号 

認定取消 

年月日 
年   月   日 

該当条項  

取消理由  

 

 

  



 

第８号様式（第１２条関係）  

認定事業承継承認申請書 

 年   月   日 

（宛先）奈良市長 

申請者 

所在地 

名  称 

代表者氏名                 印 

下記のとおり認定事業者としての地位を承継したいので、奈良市産業用地開発促進奨励

金交付要綱第１２条第３項又は第４項の規定により、関係書類を添えて申請します。 

なお、申請にあたり、奈良市産業用地開発促進奨励金交付要綱第４条各号の規定に該当

しないことを確認するため、奈良市が関係機関に照会することを承諾します。 

認定年月日 

認定番号  
      年   月   日   第     号  

認定事業者  

事業者名 
 

所在地 
 

承継事業者  

事業者名 
 

所在地 
 

承継年月日       年   月   日 

承継事由  

 

 

 

 



 

第９号様式（第１２条関係）  

認定事業承継承認通知書 

第     号  

年   月   日  

申請者 

        様 

奈良市長  氏   名  印  

奈良市産業用地開発促進奨励金交付要綱第１２条第５項の規定に基づき、次のとおり認

定事業の承継を承認しましたので通知します。 

認定年月日 

認定番号  
      年   月   日   第     号  

承継年月日       年   月   日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第１０号様式（第１３条関係） 

奨励金交付申請書 

 年   月   日 

（宛先）奈良市長 

申請者 

所在地 

名  称 

代表者氏名                 印 

奈良市産業用地開発促進奨励金交付要綱第１３条第１項の規定により、関係書類を添え

て申請します。 

認定年月日 

認定番号 
年   月   日 第     号 

交付申請年度  

奨励金見込額 円 

奨励金 

交付申請金額 

円 

 

認定事業の完了予定

年月日 
 

※主務課長の意見  

（注）※印の欄は記入しないこと。  



 

第１１号様式（第１３条、第１７条関係） 

事業中間報告書 

１ 事業者概要 

 ⑴ 名称  

 ⑵ 代表者氏名  

 ⑶ 本社の所在地  

 ⑷ 従業員数 （単体社員数）    人 （連結対象会社社員数）   人 

 ⑸ 事業者が子会社の場合 

   親会社の名称・所在地・資本関係 

 

２ 事業計画の概要 

⑴ 産業用地（開発区域）の所在及び地番 

⑵ 産業用地（開発区域）の面積     ㎡ 

⑶ 工事期間      年 月 日から 年 月 日まで 

⑷ 開発区画の概要 

区画番号 
区画面積

（㎡） 

用途 

(自社又は関連企業

用・売却用・賃貸用) 

立地企業との 

交渉の状況

（未・商談中・

済） 

奨励金見込額 

   
 円 

   
 円 

   
 円 

   
 円 

奨励金見込額合計 
 円 

※行が不足する場合は、適宜追加してください。 

※区画番号ごとの場所が分かるように、「土地利用計画図」等と対応させて記入して

ください。 

※区画面積が３，０００平方メートルに満たない場合又は用途が自社又は関連企業用

の場合は、奨励金見込額欄は、－と記入して下さい。 

 ⑸ 全区画売買契約(賃貸借契約)予定年月日  年 月 日 



 

第１２号様式（第１５条関係） 

奨励金交付決定通知書 

奈良市指令 第     号  

年   月   日  

        様 

奈良市長  氏   名  印  

    年   月   日付けで申請のあった奨励金について、奈良市産業用地開発促進奨励金交

付要綱第１４条の規定により次のとおり決定しましたので、同要綱第１５条第１項の規定

により通知します。 

（注）この交付決定に対して不服がある場合は、この通知書を受領した日から起算して１

５日以内に文書で申請の取下げをすることができます。 

交付決定年度     年度 

奨励金 

交付決定金額 
 

交付予定年月日 年  月  日（予定） 

交付条件  



 

第１３号様式（第１７条関係） 

奨励金交付決定変更申請書 

 年   月   日 

（宛先）奈良市長 

申請者 

所在地 

名  称 

代表者氏名                 印 

年 月 日付け奈良市指令 第 号で交付決定を受けた奈良市産業用地開発促進奨励金

について、奈良市産業用地開発促進奨励金交付要綱第１７条第１項の規定により、次のと

おり変更を申請します。 

指令年月日 年  月  日 

指令番号    奈良市指令  第   号 

交付決定年度        年度 

変更後奨励金見込額 円 

変更後奨励金 

交付申請金額 
円 

変更年月日   年  月  日 

変更理由  

※主務課長の意見  

（注）※印の欄は記入しないこと。 

 



 

第１４号様式（第１７条関係） 

奨励金交付決定変更通知書 

奈良市指令 第     号  

年   月   日  

申請者 

        様 

奈良市長  氏   名  印  

    年   月   日付け奈良市指令 第 号で交付決定した奈良市産業用地開発促進奨励金

について、 年 月 日付けの変更申請に基づき、決定の内容の一部を次のとおり変更す

ることに決定したので、奈良市産業用地開発促進奨励金交付要綱第１７条第２項の規定に

より通知します。 

（注）この交付決定に対して不服がある場合は、この通知書を受領した日から起算して１

５日以内に文書で申請の取下げをすることができます。 

 

 

交付決定年度     年度 

奨励金 

交付決定金額 
 

交付予定年月日 年  月  日（予定） 

交付条件  



 

第１５号様式（第１８条関係） 

売買契約等締結届 

 年   月   日 

（宛先）奈良市長 

届出者 

所在地 

名  称 

代表者氏名                 印 

認定産業用地のうち、次の区画につき立地企業と売買（賃貸借）契約を締結したので、

奈良市産業用地開発促進奨励金交付要綱第１８条第１項の規定により次のとおり届け出ま

す｡  

指令年月日 年   月   日 

指令番号    奈良市指令  第   号 

交付決定年度        年度 

対象区画番号  

対象区画面積  

契約種別 売買契約 ・ 賃貸借契約 

契約締結日       年   月   日 

契約相手方     

 

 



 

第１６号様式（第１８条関係） 

操業開始届 

年   月   日  

（宛先）奈良市長 

届出者 

所在地 

名  称 

代表者氏名                 印 

認定産業用地において立地企業が操業を開始したので、奈良市産業用地開発促進奨励金

交付要綱第１８条第２項の規定により次のとおり届け出ます。  

指令年月日 年   月   日 

指令番号    奈良市指令  第   号 

交付決定年度        年度 

対象区画番号  

操業企業名  

業種  

操業開始年月日    年 月 日 

 

 



 

第１７号様式（第１９条関係） 

実績報告書 

 年   月   日 

（宛先）奈良市長 

交付事業者 

所在地 

名  称 

代表者氏名                 印 

認定産業用地について、奈良市産業用地開発促進奨励金交付要綱第１９条の規定により

事業報告書を添えて次のとおり報告します｡ また、要綱第４条各号の規定に該当しないこ

とを確認するため、奈良市が関係機関に照会することを承諾します。 

（注）※印の欄は記入しないこと。 

指令年月日 年  月  日  

指令番号       奈良市指令  第   号 

交付決定年度 年度 

認定事業の 

完了年月日 
年  月  日 

奨励金 

交付決定金額 
 円  

奨励金合計額   円 

奨励金既交付金額  

※主務課長の意見  



 

第１８号様式（第１９条関係） 

事業報告書 

 

※行が不足する場合は適宜追加してください。 

※区画番号ごとの場所が分かるように、「土地利用計画図」等と対応させて記入してください。 

※区画面積は、立地企業との売買契約又は賃貸借契約締結時の区画面積（立地企業の操業開始時点において当初の売買契約又は賃貸借契約

の内容に変更がある場合は、変更後の立地企業の操業開始時点で有効な契約の区画面積）を基準に記入してください。 

※区画面積が３，０００平方メートルに満たない場合又は用途が自社又は関連企業用若しくは未分譲の場合は、立地企業名・業種・事業開

始年月日・奨励金欄は、－と記入して下さい。

区画番号 区画面積

（平方メー

トル） 

用途（自社又は関連企

業用・売却・賃貸・未

分譲） 

立地企業名 業種 事業開始年月日 奨励金額 

      年 月 日 円 

      年 月 日 円 

      年 月 日 円 

      年 月 日 円 

奨励金合計額 円 



 

第１９号様式（第２０条関係） 

 

    奨励金確定通知書 

 

第     号   

  年  月  日   

 

   

        様 

奈良市長  氏   名  印  

      年  月  日付けで実績報告のあった認定産業用地については、次のとお

り奨励金の額を確定したので、奈良市産業用地開発促進奨励金交付要綱第２０条の規定

により通知します。 

指 令 年 月 日    年 月 日 

指 令 番 号 奈良市指令  第  号 

交 付 決 定 年 度  年度 

奨 励 金 交 付 決 定 金 額  円 

奨 励 金 交 付 確 定 金 額  円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第２０号様式（第２１条関係） 

 

奨励金交付請求書 

年  月  日   

   （宛先）奈良市長 

交付事業者者 

所在地 

名  称 

代表者氏名                 印 

奈良市産業用地開発促進奨励金交付要綱第２１条の規定により、次のとおり請求しま

す。 

指 令 年 月 日    年 月 日 

指 令 番 号 奈良市指令  第  号 

交 付 決 定 年 度  年度 

奨励金の交付決定金額 円  

奨励金の交付確定金額 円  

奨 励 金 既 交 付 金 額  

交 付 請 求 金 額 円  

未 交 付 金 額 円  

 

 

 

 

 

 



 

第２１号様式（第２３条関係） 

 

奨励金返還命令書 

   奈良市達 第  号 

交付事業者               

所在地            

名 称            

代表者氏名        様   

 

  奈良市産業用地開発促進奨励金交付要綱第２３条の規定により、次のとおり返還を命

じます。 

        年  月  日 

奈良市長 氏       名 印   

返 還 金 額 円  

返 還 期 限      年   月   日まで 

返 還 理 由  

返 還 方 法  

指 令 年 月 日 年 月 日 

指 令 番 号 奈良市指令  第  号 

交 付 決 定 年 度 年度 

奨 励 金 交 付 決 定 金 額 円  

奨励金既交付金額及び交

付年月日 
 

奨 励 金 交 付 確 定 金 額 円  

 


